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はじめに

1991年末のソ連邦崩壊以降､ ロシアは ｢市場

経済｣ (market economy) への移行に努めてい

る｡ しかし､ ｢市場経済｣ 移行期の混乱が予想

以上に長引いたことや､ 1998年の ｢金融危機｣

の影響などもあって､ ロシアの経済規模は､ ソ

連邦解体前の50～60％の水準に落ち込んでいる

とも言われる(１)｡

2001年のロシアの国内総生産 (GDP) は､ 世

界の GDPの約0.8％を占めるにすぎない3,099

億ドル (名目) で､ オランダ (3,840億ドル) を

下回っている｡ １人当たり国内総生産 (2001年)

でも､ ロシアのそれは2,146ドルで､ ブラジル

(2,950ドル) よりも少ない｡ ちなみに2001年の

わが国の GDP は４兆1,757億ドルで､ 世界の

GDPの約15％を占めている｡ １人当たり GDP

は､ ３万2,851ドルである(２)｡

ロシアの経済・貿易の実態は､ ｢発展途上国

型｣(３) であるが､ ロシアは､ 2010年までに欧米

並の生活水準を備えた ｢経済大国｣ に飛躍する

ことを､ 国家目標に掲げている(４)｡ プーチン
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� ����年６月に ｢国家評議会｣ が公表した ｢����年に至る国家の発展戦略｣｡ なお､ この目標の実現は､ かなり

難しいとみられる｡ というのも､ ロシアが今後､ 毎年８％成長を�1年間続けたとしても (これはほとんど不可能

に近いが)､ ポルトガル (ＥＵのうちでも最も低い国) の１人あたり234に追いつくのがやっと考えられるから

である (中山弘正 前掲書�����5�)｡



大統領も､ 2003年５月16日の年次教書演説の中

で､ ｢10年間で国内総生産を倍増させる(５)｣ と

宣言した｡

ロシアはまた､ WTO (世界貿易機関)(６) に加

盟することを､ 最重要課題と位置づけ､ 早期加

盟を目指している｡ 機会あるごとにプーチン大

統領は､ WTO への早期加盟を訴えているし(７)､

カシヤノフ首相も､ ｢ロシアがWTOの各種基

準を採用することは､ 対露投資の魅力を高める

ばかりでなく､ 国際市場においてロシアの生産

者を守ることになる(８)｣ と述べている｡

WTOに加盟することにより､ 農業を含むロ

シアの産業や地域経済は､ 様々な影響を受ける

ものと見られる｡ そのため､ 一部には､ ｢ロシ

アは独自の道を歩むべきであり､ WTOへの加

盟は､ ロシア経済を破滅へと導く(９)｣ と主張

する強硬な加盟反対論もある｡ しかし､ 大勢は､

WTOに加盟することはロシアの国益にかなっ

ている､ との認識で一致している｡ ただ､ WTO

への加盟の時期(10) や加盟戦略をめぐっては､

意見が分かれている｡ WTO加盟をロシア経済

の活性化と構造改革推進のための ｢ショック療

法｣ と位置づけるグループは､ 早期加盟が不可

欠であると訴えている｡ これに対し､ WTO加

盟にともない生ずる国内産業への衝撃をできる

だけ緩和し､ あわせて産業の国際競争力を強化

しようと考えるグループは､ WTO加盟までの

準備期間をなるべく長くとり､ 国際競争力を強

化すべきであると訴えている(11)｡

ロシアがWTOの前身 である GATT (関税

及び貿易に関する一般協定) への加盟を申請した

のは､ 今から10年前の1993年６月のことであっ

た｡ ところが､ 加盟申請はしたものの､ 加盟に

向けての交渉はなかなか進展しなかった｡ それ

が､ 2001年の ｢9・11同時多発テロ｣ 事件を境

に､ ロシアを取り巻く国際政治環境は大きく変

化し､ ロシアのWTO加盟を支持するムードも

高まってきた｡ ただ､ 加盟に向けての実務レベ

ル交渉では､ 国際政治の場での歓迎ムードとは

裏腹に､ 各国の利害がするどく対立している｡

以下では､ ロシアのWTO加盟問題の経緯と

現状を概観する｡ 具体的には､ これまでのWTO

加盟交渉の歩み､ 加盟のメリット､ デメリット､

WTO加盟がロシアの経済・産業に及ぼす影響
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� ���の加盟国は､ �

�年４月現在で���か国｡ 加盟国の世界貿易に占める割合は､ ��％に達している｡

� �

�年４月��日の ｢年次教書｣ 演説 (���	�
�����

�������)｡ �

�年６月��日の記者会見で､ プーチン大統領は､

���加盟問題について次のように述べた｡ ｢���加盟は､ ビジネスの発展にとってのあらゆる障壁を取り除い

てくれる｡ 世界経済の��％､ またそれ以上が���加盟諸国によって占められている｡ この機構の枠外に留まる

ことは､ 危険であり愚かである｡ 慌てることは良くない｡ だが､ 加盟問題を長引かせることは､ かなり危険であ

る｡｣ (『��ロシアニュース』 (ラヂオプレス) � �������
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フ首相は早期加盟の支持者ではなく､ 早期加盟に慎重な国内世論を巧みに利用していると言われる｡
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� カシヤノフ首相のアドバイザーを務める保守派の経済学者ミハイル・デリャーギン氏も､ ｢�

�年に���に加

盟することは､ ロシアにとり大きな誤りとなろう｡｣ と述べていた｡ (E�1(.>N2O.-( @ .>���2�A.(2O12.>?22

, 661>.(PE�Q�<�<R��$8�S	��T3/,'����
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は､ キルギス､ ラトビア､ リトアニア､ エストニア､ グルジア､ モルドバの６か国が､ 既に���に加盟してい

る｡



等についての紹介である｡ なお､ 本題に入る前

に､ WTO加盟問題とも深い関わりを持つロシ

アの貿易概況と国際競争力について､ まずふれ

ておく｡

Ⅰ ロシアの貿易構造と国際競争力

以下では､ まずロシアの貿易概況を輸出と輸

入に分けて概観し､ 次にロシア商品の国際競争

力にふれることにする｡

１ 輸出概況

ロシアの商品部門別輸出 (2002年) 概況を見

ると､ ①燃料・エネルギー製品 (総輸出額に占

める割合は55.6％)､ ②金属 (アルミニウム､ ニッ

ケルほか) および同製品 (同14.8％)､ ③機械・

輸送機器 (同7.9％)､ ④化学品・ゴム (同6.4％)､

⑤貴石・貴金属および同製品 (同5.2％)､ ⑥木

材・パルプ製品 (同4.8％) 等が上位を占めてい

る(12) (図１参照)｡

全輸出の55％強を､ ｢燃料・エネルギー製品｣

が占めている｡ これは､ ロシアが ｢資源大国｣

であることを反映しているようにも見えるが､

実態は､ ｢天然資源輸出型産業｣ 以外は､ 国際

競争力を持っていないことを示すものである｡

ロシアの場合､ 高付加価値商品の輸出は少ない

し､ また､ 国内生産者の約80％は､ とても外国

企業と競争できる状態ではないと言われる｡ 産

業構造の歪みが､ そのままロシアの貿易構造に

も反映されているのである(13)｡

ロシア経済は､ 近年きわめて高い成長率

(GDPの伸び率は2000年10％､ 2001年５％､ 2002年

4.3％､ 2003年は5.7％を見込んでいる｡) と大幅な

貿易黒字 (2001年479億ドル､ 2002年464億ドル)

を示している(14)｡ これは､ 国際エネルギー市

場における原油価格が､ かなりの高値で推移し

てきた結果である｡ つまりロシアの最近の高

度経済成長は､ 石油､ 天然ガス等のエネルギー

部門の増産に支えられたもので､ ｢ロシア経済

はパイプラインの上に坐っている(15)｣ とさえ

言われる｡ エネルギー部門依存型経済からの脱

却は､ 実現が難しいロシア経済の長期的課題で

ある｡

次にロシアの主要輸出相手国 (2002年) を見

ると､ ①ドイツ (輸出総額に占める割合7.6％)､

② イタリア (7.0％)､ ③ オランダ (6.8％)､

④中国 (6.4％)､ ⑤ウクライナ (5.5％)､ ⑥ベ

ラルーシ (5.5％)､ ⑦ スイス (5.1％)､ ⑧ 米国
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図１ ロシアの主要輸出品

(出典) IMF, Russian Federation : Statistical Appendix,
No.03/145, p.37. の数値に基づき作図
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(3.8％)､ ⑨ 英国 (3.6％) ⑩ ポーランド (3.5

％) の順となっている (図２参照)｡ ＥＵ加盟

国と旧ソ連邦諸国が､ 主な相手先である｡ 地域

別では､ ヨーロッパ (55.8％)､ 旧ソ連邦 (14.7

％)､ アジア (17.9％) の順である｡

２ 輸入概況

ロシアの商品部門別輸入 (2002年) は､ ①機

械・輸送機器 (38.7％)､ ② 食料品・農産物

(23.9％)､ ③ 化学品・ゴム(17.9％)､ ④ 金属

及び同製品 (4.9％)､ ⑤繊維・同製品､ 靴 (4.4

％)､ ⑥ 木材､ パルプ・紙製品 (2.5％) という

順になっている (図３参照)｡

輸入品の中には輸出品と同じ品目が見られる

が (例えば､ ④の ｢金属及び同製品｣ 等)､ その内

容は異なったものである｡ ロシアは鉄鋼・銑鉄

などの中間財を輸出する一方で､ 鋼管などの高

付加価値製品を輸入している｡ WTOに加盟し

た場合には､ 関税率の低下等にともないロシア

国内に外国の鉄鋼製品が流入する可能性が高い

と言われる｡ 一次産品の輸入では､ 食料品が80

～90％という高い比率を占めている(16)｡

輸入相手国は､ ①ドイツ (14.3％)､ ② ベラ

ルーシ (8.8％)､ ③ウクライナ(7.0％) ④ 米国

(6.4％)､ ⑤中国 (5.2％)､ ⑥イタリア (4.8％)､

⑦カザフスタン (4.2％)､ ⑧フランス (4.1％)､

⑨ フィンランド (3.3％)､ ⑩ ポーランド (2.8

％) の順である (図４参照)｡ 輸出の場合とほ

ぼ同じ国が上位を占めており､ 地域別では､ ヨー

ロッパ (49.2％)､ 旧ソ連邦 (22.2％)､ アジア
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(出典) 図１に同じ
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図３ ロシアの主要輸入品

(出典) IMF, Russian Federation : Statistical Appendix,
No.03/145, p.38. の数値に基づき作図
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図４ ロシアの主要輸入相手国

(出典) 図３に同じ



(14.7％) の順である(17)｡

輸出､ 輸入概況からみたロシアの貿易構造は､

原料・燃料等を輸出し､ 高付加価値製品を輸入

する ｢発展途上国型｣ であり､ そう簡単には変

わりそうもない｡

３ ロシア商品の国際競争力

世界貿易に占めるロシアの割合は､ 輸出で1.5

％ ､ 輸入で0.7％と極めて小さい｡ サービス貿

易に至っては､ ほとんど無視しうる程度である

が(18)､ ロシアの商品の中で国際競争力を持っ

ているのは､ どんなものであろうか｡ ロシアの

主要商品を､ 国際競争力の観点から三つに分類

すると､ 次のようになる (表１参照)｡

表１ ロシアの主要商品と国際競争力

このリストからもわかるように､ ロシアは､

原料・燃料､ 貴金属､ レアメタル等のいわゆる

一次産品が､ 世界市場で競争力を持つだけで､

乗用車､ 民間航空機､ 工作機械などはほとんど

競争力を持っていない｡ 民間航空機産業は､ 将

来的にはロシアの中枢産業となりうる可能性は

あるものの､ 現状は､ 政府支援がなければ消滅

してしまう可能性が高いと見られている(19)｡

ここにあげたもの以外では､ 軍需産業が､ か

ろうじて国際競争力を保持している程度である｡

｢天然資源輸出型産業｣ からの脱却と産業構造

の転換は､ かねてよりその必要性が指摘されて

はいるものの､ その実現は容易なことではない｡

上記のような個別商品の国際競争力ではなく､

一国のインフラ (技術インフラ､ 科学インフラ､

環境ほか)､ 経済活動 (貿易､ 国際投資､ 雇用､ 物

価ほか)､ 政府の効率性 (財政政策､ 教育)､ ビ

ジネスの効率性 (労働市場､ 経営､ グローバリゼー

ションほか) などを考慮に入れた包括的な国際

競争力から見た場合にも､ ロシアの国際競争力

は決して高くない｡ スイスの国際経営開発研究

所 (International Institute for Management

Development : IMD) が毎年公表している 『国

際競争力年次報告書』 によれば､ 2002年のロシ

アの競争力順位は､ 49か国中43位 (2001年は45

位) であった (かつて１位を占めていた日本も､

2002年には30位と低迷している｡)(20)｡

Ⅱ WTO加盟手続きの概略

ある国が､ WTOへの加盟を申請してから加

盟が実現するまでのプロセスは､ おおよそ以下

のようなものである(21)｡

① 加盟申請

WTOへの加盟を希望する国は､ まずWTO

事務局長にその意向を伝える｡ その意向は､

WTOの全加盟国にも伝えられる｡
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� 世界市場で国際競争力を持っている商品

原油､ 石油製品､ 天然ガス､ 石炭､ 鉄鋼・銑鉄､ 圧延鋼
材､ プラチナ､ パラジウム､ 金､ 銅､ ニッケル､ アルミニ
ウム､ チタン､ マグネシウム､ 原木・材木製品､ パルプ､
新聞用紙､ 合成ゴム､ 原子力関連製品､ ほか

� 特定地域においてのみ､ 国際競争力を持っている商品

トラック､ ベアリング､ コークス､ セメント､ ガラス､
タイヤ､ ゴム製品､ 織物､ ニット製品､ 靴､ アルコール､
アルコール飲料､ ほか

� 国際競争力を持っていない商品

民間航空機､ 乗用車､ 家電品､ 工作機械､ トラクター､
化学繊維､ 染色機械､ ほか

(出典) "Narodnoe khoziaistvo Rossii v usloviiakh mirovoi
konkurentsii" <http://expert.ru/conference/mater
/vto/all.pdf> pp.41-42 ; 『AJEC Report』 , Vol.30,
2002, p.11. より作成｡
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② 加盟作業部会の設置

加盟申請の後､ 一般理事会での決定を受け

て､ 加盟作業部会 (working party, 以下WP

と略す｡) が設置される｡ WPは､ 加盟申請

国別に設けられる｡ WPには､ 加盟申請国に

関心を持つすべてのWTO加盟国が参加可能｡

③ 加盟交渉の実施

加盟に向けての交渉は､ 加盟議定書の交渉

を行なう多国間交渉 (マルチ交渉) と市場ア

クセス面を中心に交渉を行なう二国間交渉

(バイ交渉) とが､ 並行して進められる｡

WPメンバー全員が一堂に会する多国間交

渉では､ 加盟申請国が提出した自国の経済政

策や貿易制度に関するメモランダム (説明資

料) をもとに､ 加盟申請国の貿易制度等が､

WTOの諸協定 (物品の貿易に関する多角的協

定､ サービス貿易に関する協定､ ほか) に合致

しているかどうかを､ 審査協議する｡

二国間交渉では､ 市場アクセスの改善に向

けての二国間協議が行なわれる｡ 作業部会

(WP) に参加したそれぞれのメンバーは､

自国にとり関心のある産品・分野について､

加盟申請国と市場アクセスの改善 (具体的に

は､ 輸入関税率の引下げ､ 補助金の削減､ サービ

ス分野の自由化等)につき個別に交渉を行なう｡

二国間交渉の進捗状況は､ 随時 ｢多国間交渉｣

の会合でも報告される｡

すべての二国間交渉が妥結すると､ 事務局

への通報が行なわれる｡ 交渉結果は､ ｢関税

譲許表｣ (関税等についての約束､ 非関税措置に

関する約束､ ほか) ｢サービス約束表｣ (自由化

の約束や制限措置など)の形で､ 加盟議定書の

付属文書に盛り込まれる｡

④ ｢作業部会報告書｣ 及び ｢加盟議定書｣ (条

約扱いの文書) のWPでの採択

｢作業部会報告書｣ 等は､ WPにおいて全

会一致で採択されるのが慣例｡ WPで採択さ

れた ｢作業部会報告書｣ 等は､ 一般理事会

(閣僚会議) へ勧告される｡

⑤ 作業部会報告書等の採択 (加盟の決定)

WTO加盟国の３分の２以上の賛成により､

報告書の採択 (加盟の決定) が行なわれる｡

⑥ 加盟申請国による加盟議定書の批准､ 発効

加盟申請国は､ 受諾のための国内手続きを

行った上で､ 受諾通知をWTO事務局に提出

する｡ WTO事務局が受諾通知書を受け取っ

た日から30日後に､ 加盟申請国はWTOの正

式加盟国と認められる｡

以上の①～⑥の流れを図で示すと､ 図５の

ようになる｡

ロシアの加盟交渉の現段階は､ 上記６段階の

うちの第３番目 (③ ｢加盟交渉の実施｣ 段階) で､

加盟議定書案審査中の段階にある｡ なお､ サウ

ジアラビアもロシアと同じく加盟議定書案審査

中の段階である｡ 2003年２月現在､ WTOに加

盟を申請している国は､ ロシアを含め28か国で

ある(22)｡

ところで､ WTO加盟交渉は､ 加盟申請国と

現加盟国とが対等の立場で話し合いを詰めてい

くわけではなく､ あくまでも現加盟国側が優位

に立った形で､ 加盟申請国に注文をつける形で

行われる｡ そのため､ 両者の経済的利害が真正

面からぶつかりあう交渉となる(23)｡

2001年12月に中国はWTOに加盟したが､ 加

盟の際には､ ｢発展途上国｣ の資格での加盟か､

それとも先進国の資格かをめぐり､ 激論が戦わさ

れた｡ 結局､ 中国を有望な投資市場と位置づけ

る欧米諸国の思惑が強く働いて､ 中国を ｢発展
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途上国｣ の資格 (各分野で５年間の経過措置が認

められた｡) でWTOに加盟させることが決定され

た｡ ロシアは､ 中国のような ｢発展途上国｣ の資

格が認められる可能性はなく､ それだけ加盟交

渉のハードルは高いと言えるかもしれない(24)｡

Ⅲ ロシアのWTO加盟交渉

―問題点と今後の見通し－

１ これまでの交渉の経緯

1946年に GATTが創設された際､ ソ連の参

加も想定されていた｡ しかし､ ソ連は政治的思

惑などもあって GATTには参加しなかった(25)｡

ところが､ 1979年にソ連共産党政治局が

GATT参加の方針を打ち出してからは､ 一転

してガットに接近するようになり､ 1983年６月

にはオブザー参加を打診した(26)｡ さらに､ 1986

年８月には､ ｢ウルグアイ・ラウンド｣ への参

加希望を公式に表明した｡ しかし､ GATTの

公式の場で､ ロシアの参加問題が取り上げられ

ることはなかった｡

米国は､ ソ連が自由貿易を推進しようとして

いるのか疑問を持っていたし､ また､ ソ連の経

済・貿易システムは､ GATTの自由貿易ルー

ルに合致しないと考えていた｡ だが､ こうした

こと以上に､ 米国はソ連の参加により GATT

そのものが､ 政治的色彩の強い UNCTAD (国

連貿易開発会議) 的なものに変質してしまうこ

とを怖れたのである(27)｡

1990年５月､ ようやくソ連に GATTのオブ

ザーバー資格(28) が与えられた (ソ連邦崩壊後は､

1992年２月にロシアがオブザーバー資格を継承した｡)｡

その後ロシアは､ エリツィン政権下の1993年

６月に､ 正式に GATTに加盟を申請し､ これ
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� オブザーバーには､ 投票権がないことや､ 予算に関係する委員会には出席できないことのほかは､ メンバー国

と大きな差はない｡

図５ WTO加盟手続のフローチャート

① 加盟申請
(事務局長に対し加盟の意志を表明)

② 作業部会 (WP：working party) の設置

申請国が､ 貿易体制等

についての説明資料

(メモランダム)を提出

③ 加盟交渉の実施

多国間交渉
(加盟議定書交渉)

経済・貿易制度の審査､
加盟条件の検討

二国間交渉
(市場アクセス交渉)

作業部会参加国とのモノ､
サービス分野での自由化交渉

④ ｢作業部会報告書｣ 及び ｢加盟議定書｣
をWPで採択し､ 一般理事会へ勧告

⑤ 作業部会報告書等の一般理事会 (閣僚会議) での採択｡
WTO加盟国の３分の２以上の多数で決定

⑥ 加盟議定書の受諾 (批准)

WTO加盟
(受諾から30日目に加盟の効力が発生する)

(出典) <http://wto.org/english/thewto_e/acc_e/tn_4accp
rocess_a_e.htm>, その他を参考にして作図



を受けて､ 同年６月16日には､ ロシアの加盟を

審査する作業部会 (WP) が設けられた(29)(表２

参照)｡ 1994年３月にロシアが､ 対外貿易待遇に

関する覚書や各種質問事項に対する回答等を提

出したため､ 1995年７月17日～19日に､ ジュネー

ブで第１回目の加盟作業部会が開かれた(30)｡

加盟作業部会の会合は､ その後2000年12月まで

の間に11回開かれ､ 協議内容も関税から外国為

替制度､ 検疫措置､ 相殺課税､ セーフガード､

原産地規制､ 農業に対する支援､ 農産物に対す

る輸出補助金､ 著作権等多岐にわたった｡

ロシアが GATTへの加盟を申請した背景に

は､ ロシア製品が世界市場で差別的な扱いを受

け､ かなりの不利益を被っている状況をなんと

か改善したいとの思いや､ 外国投資をロシア国

内に呼び込みたいとの思いが､ 強く働いたと言

われている(31)｡

ロシア国内では､ 1993年に､ GATT加盟交

渉に関わる省庁間の調整を行う ｢GATTに関

する省庁間委員会｣ (1996年以降は､ ｢WTOに関

する省庁間委員会｣) が設置された｡ 1995年４月

には､ 連邦議会下院 (国家会議､ ドーマ) で

WTO加盟問題に関する最初の公聴会が開かれ､

政府の加盟交渉支持が打ち出された(32)｡

さらに2000年12月には､ WTO加盟問題政府

委員会 (委員長は､ クドリン財務相) の設置､

2001年１月のマキシム・メドヴェトコフ経済発

展貿易省第一次官の交渉団代表への任命など､

ロシア側のWTO加盟交渉体制は強化された(33)｡

しかし､ 加盟交渉そのものには､ 大きな進展は

見られなかった｡

国際政治環境が大きく動いたのは､ 2001年

｢9.11同時多発テロ｣ 事件以後のことであった｡

このテロ事件直後からロシアは､ 反テロ戦線に

加わり欧米諸国に協力していく姿勢を鮮明にし

た(34)｡ 米国もロシアのこの姿勢を評価し､ ロシ
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表２ ロシアのWTO加盟をめぐる動き

年 月 日 事 項

1948年１月
GATT (関税及び貿易に関する一般協定)
発効

1983年６月 ソ連､ GATTへのオブザーバー参加を打診

1986年８月
ソ連､ ｢ウルグアイ・ラウンド｣ への参
加希望を表明

1990年５月 ソ連､ GATTのオブザーバー資格を取得

1991年12月 ソ連邦崩壊

1992年２月 ロシアがソ連のオブザーバー資格を継承

1993年６月 ロシアがGATTへの加盟を申請

1993年６月16日
ロシアの加盟に関する ｢作業部会 (WP)｣
を設置

1994年３月１日
ロシア､ 各種質問事項に対する回答書を
提出

1995年１月 WTO (世界貿易機関) 発足

1995年７月17日
～19日

ロシア加盟作業部会(WP) 第１回会合開
催 (於ジュネーブ)

1998年２月16日 ロシア､ 関税率についての案を提示

2001年９月11日 米国で ｢9.11同時多発テロ｣ 発生

2002年３月28日 ｢作業部会報告書｣ 第１次原案作成

2002年11月19日 ｢作業部会報告書｣ 第２次改訂案を作成

2003年３月６日
ロシア加盟作業部会､ 第17回会合開催
(於ジュネーブ)

2003年10月 ｢作業部会報告書｣ 第３次改訂案を作成

(出典) <http//www.wto.org/English/thewto_e/acc_e/a1
_russia_e.htm>, その他より作成



アのWTO早期加盟を支持する方針を打ち出し

た｡ 2001年11月13日に行なわれた米露首脳会談

でも､ ｢ロシアの (WTO) 加盟を促す努力を､

優先度の高い課題とする｣ ことが確認された(35)｡

ＥＵ (欧州連合) の対応も､ 2001年３月の

ＥＵ首脳会議 (ストックホルム・サミット) あたり

から､ 変化が認められるようになった｡ この会

議でＥＵは､ バルト海に面したロシアの飛び地・

カリーニングラードに対するインフラ支援とロ

シアのWTO加盟を支援することを決めた(36)｡

さらに2002年５月29日のＥＵ・ロシア首脳会談

で､ 欧州委員会委員長は､ ロシアを ｢市場経済

国｣ に認定すると発表した (ロシアは､ それま

で ｢移行経済国｣ の位置づけであった)｡ 米国 (商

務省) も､ 同年６月にロシアを ｢市場経済国｣

と正式に認定した｡ この認定措置により､ アン

チダンピング課税の条件が緩和されるなど､ ロシ

アはメリット(37) を享受できるようになった(38)｡

｢9.11同時多発テロ｣ 事件は､ 確かにロシア

に対する欧米諸国の対応を変える大きな要因と

なったが､ そのほかにも以下のような認識が､

既に欧米諸国間に広まりつつあったことも､ ま

た事実であろう｡

ロシアが世界経済の中で占める重要度は､ そ

れほど高くない｡ しかし､ 国連の主要専門機関

や主要国首脳会議 (サミット､ G８) にも参加

しているロシアを､ このままいつまでもWTO

から排除し続けることは､ 問題ではないか｡

WTOの枠外に置いておくよりも､ むしろこの

際､ ロシアをWTOの枠内に取り込んだほうが､

各種の問題解決にも役立つし､ また､ 国際社会

もよりよく機能するのではないか､ といった考

え方である(39)｡

2002年３月には､ ロシアのWTO加盟条件を

具体的に書き込んだ120ページにおよぶ作業部

会報告書の第一次原案が､ 関係各国に提示され､

ロシアの加盟交渉は最終段階を迎えた (2003年

７月現在､ 作業部会報告書案は第三次改訂まで進ん

でいる)｡

ロシアとしても､ ｢市場経済国｣ との認定を

受け､ さらにWTO加盟を歓迎するムードが欧

米諸国に広まっているこの機会を､ 最大限に生

かそうと考えている｡ ただ､ 総論ではロシアの

WTO加盟を歓迎しながらも､ 実際の加盟交渉

の場では､ 各国の利害が激しくぶつかり合い､

現加盟国側からは､ ロシアに対して厳しい注文

が突きつけられている｡ こうしたこともあって､

ロシア側からは､ ｢もうこれ以上譲歩する必要

はない｣ といった苛立ちを募らせた発言も聞か

れる｡ いくつか例を挙げると､ 以下のようなも

のである｡

◆ ｢WTO加盟について､ 大部分の問題は合意

されている｡ もうロシアはこれ以上譲歩する
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ことはできない(40)｣ (メドヴェドコフ経済発展

貿易省第一次官 2002年８月16日)｡

◆ ｢ロシアがWTOに加盟する場合､ それは､

ロシアにとり受け入れ可能な条件の下でのみ

可能となる｡ 状況がうまく進展しない場合に

は､ WTOとの交渉は､ もっと長期にわたる

可能性もある｡(41)｣ (マテロフ経済発展貿易省第

一次官 2002年８月12日)

◆ ｢ロシアはWTO加盟交渉で多くの譲歩を強

いられてきた｡ そのうちのいくつかは必要な

ものであり､ また是認しうるものでもあった｡

しかし､ 全く受け入れ難いものもあった｡ 国

際価格にあわせて国内のエネルギー価格に課

税するなどは､ まさに受け入れ難いものの典

型である｡(42)｣ (プリマコフ・ロシア商工会議所

会頭､ 元首相 2002年６月19日)

◆ ｢加盟のためにロシアが払える代価には限界

がある｡ 経済状況や長期発展戦略が規定する

限界を超えることはできない｡(43)｣ (クドリン

副首相兼財務相 2002年12月16日)

◆ ｢自分の立場を守れないのであれば､ ロシア

はWTOに加盟しないであろう｡(44)｣ (ゲルマ

ン・グレフ経済発展貿易相 2002年２月13日)

また､ プーチン大統領は､ ロシアの産業はひ

弱であるので保護しなければならないが､ 政府

は十分保護していないし､ また､ 保護政策を実

施する勇敢さに欠けている､ と批判している(45)｡

２ 多国間交渉と二国間交渉

多国間交渉では､ ロシアの経済・貿易関連の

法律や制度を審査し､ WTOの自由貿易のルー

ルに則っているかどうかを判断する｡ WTOの

各種協定に反するものがあれば､ その是正を求

めていく｡ 第１回会議は､ 1995年７月に開かれ､

以後､ 年平均２回のペースで会議がもたれ､

2003年３月で17回を数えた｡ 多国間交渉には67

か国が参加している｡

多国間交渉は､ 現在､ 最終段階にさしかかっ

ているものの､ 交渉が妥結するまでにはもう暫

く時間がかかりそうである｡ 問題となっている

のは各々の制度の運用面であり､ ｢不透明かつ

不安定｣ な箇所がまだ残っているとの指摘がな

されている｡ 具体的には､ 数量制限導入の条件

や補助金の定義がはっきりしないこと､ 関係法

自体は整備されているものの､ その執行が不十

分であること等である(46)｡

二国間交渉では､ ロシアと個別交渉を希望す

る国々 (48か国) が､ 市場アクセスの改善､ 非

関税措置の削減・撤廃､ サービス分野の譲許リ

クエスト等をめぐり交渉を行なっている(47)｡

二国間交渉では､ 加盟国と加盟申請国 (ロシ

ア) の経済的利害が真正面からぶつかり合う｡

例えば中国との二国間交渉では､ 中国側は中国

人労働者のロシアへの入国の自由化を要求して

いると言われる｡ これに対しロシアは､ 既に中

国人の極東地域への大量流入に恐怖心を抱いて

いることもあり､ 中国人の更なる流入には､ 警
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戒心が強い(48)｡

以下では､ 現加盟国が多国間交渉や二国間交

渉の場で､ ロシア側に是正を求めた主な点を挙

げておく(49) (内容的には､ 既に述べたことと重な

る事項もある)｡

① �������� ロシアの各種法制度は､

整備されつつあるものの､ まだ実施細則等に

未整備なものも多く､ 法執行の面で透明性に

課題が残されている｡ 一種の行政命令 (大統

領令等)が頻繁に出されることもあって､ 法

制度全体を把握することが難しい｡ 紛争処理

制度の整備も遅れている｡

② 	
�� 実行税率の引き下げと簡略化を

図るためには､ 関税システムの抜本的改革が

必要である｡ 関税法典は作成されたが､ 国内

産業の保護と関税収入確保の立場から､ ロシ

アは長期の経過期間を設けようとしている｡

③ 	
�� 歳入増大等を目的として､ 石油､

天然ガス等のロシアの主要輸出品には輸出関

税が課せられている｡ これは､ 国内産業に対

する事実上の補助金である｡

④ ���� 輸入品に従価税をかける際に､

その基礎となる価格を見積る関税評価が､ 恣

意的に行われており､ WTO協定で禁止され

ている ｢最低価格制度｣ にあたるおそれがあ

る｡

④ �������������� ロシアは

貿易制度の統一的運用を図ろうとしているが､

実際には､ 手続きの煩雑さや不統一､ 不透明

さが残っている｡

⑤ �������� かねてより指摘されて

いた税制の頻繁な変更､ 不透明さは､ 税制改

革により改善された｡ 今後は､ 統一的かつ適

切な運用が期待される｡

⑥ ����� 輸入ライセンスの取得に時間

がかかりすぎる｡

⑦ ���� !"�#$%& 輸入品の納入

期限の設定や外貨送金には､ 複雑かつ厳しい

規制が設けられている｡

これらの他にも､ 基準・認証 (家電製品の衛

生基準､ 偽造防止マークの義務付け等)､ サービス

貿易 (流通､ 金融､ テレコミュニケーション(電気

通信)､ 運輸分野の制限撤廃・自由化など)､ 補助

金 (補助金の性格を判断する上からも､ 詳細な情報

提供が求められる｡)､ 知的財産保護制度 (TRIPS)

(加盟時点での協定義務を加盟国側は求めているが､

ロシア側は､ 全国的統一実施には時間がかかると主

張している｡)､ 貿易関連投資措置 (TRIM) (ロー

カル・コンテント要求が､ 内外差別の要素を含んで

いるのではないかとの懸念がある｡) に関わる要

求が出されている(50)｡

以上の問題点の70～80％は､ ほぼ合意に達し

ているか､ あるいは合意する可能性がきわめて

高いと言われている｡ ただ､ 農産物､ 自動車､

民間航空機等の関税引き下げ､ エネルギー政策

(石油や天然ガスの内外価格差)､ 農業補助金 (国

内助成と輸出補助金) の削減､ 鉄鋼製品のダン

ピング (不当廉売) 輸出の抑制､ 金融や電気通

信などのサービス業部門への外資参入をめぐっ

ては､ 交渉が難航している(51)｡
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３ エネルギー内外価格差問題

ロシア国内のエネルギー価格 (天然ガス､ 石

油､ 電力等) は､ 輸出価格よりもかなり低く設

定されいる｡ 例えば､ 天然ガスのロシア国内価

格は､ 欧州への輸出価格の７分の１から８分の

１とも言われる｡ また､ ロシアの農産物の単位

当たりエネルギー消費量は､ 米国の４～５倍に

も達するなど､ 省エネも進んでいない(52)｡ 企

業に対するエネルギー面での間接的補助金の額

は､ 2000年で GDP の約５％に達していると

OECD (経済協力開発機構) は推計している(53)｡

ＥＵは､ ロシアのこうしたエネルギーの内外

価格差こそ､ 国内産業に対する間接的補助金に

あたり､ 外国企業は不利な競争を強いられてい

ると主張し､ 内外価格差の解消を強く求めてい

る｡ これに対しロシア側は､ 次のような理由か

ら解消はなかなか難しいと主張している(54)｡

購買力平価を基礎に算定したロシア国内の天然

ガス価格とＥＵのそれとの差はそれ程大きくな

い (1.6倍程度)こと､ エネルギーの内外価格差

問題はWTO協定に違反するようなものではな

いこと､ 低エネルギー価格はロシアの競争力の

源泉であること､ エネルギー内外価格差解消は

国内産業への影響が非常に大きいこと､ さらに､

ロシアとＥＵの所得水準には格差が存在するこ

と等｡

エネルギー内外価格差問題は､ WTO協定自

体に直接かかわる問題ではないが､ 特記事項と

して加盟条件に組み込まれる可能性もある｡ ロ

シアとしては､ WP報告書案の中の加盟条件に､

この問題が書き込まれることを､ 強く警戒して

いる(55)｡ 生産コストの90％を電力が占めてい

るアルミニウム業界も､ この問題の行方には大

きな関心を寄せている｡

４ 農業問題

鉱工業品の関税引き下げ交渉は進展している

が､ 農産物 (畜産物､ 穀物､ 砂糖等) について

は､ ロシア側が､ 高い関税率の設定を主張して

いることもあり､ 交渉は難航している｡ 農産物

の輸出増を狙う米国､ ＥＵ､ ｢ケアンズ・グルー

プ｣ (オーストラリア､ ニュージーランドほか) と

農業保護を掲げるロシアとが対立した格好になっ

ている｡ こうした中で､ ロシアは､ 輸入が急増

している家禽肉､ 牛肉､ 豚肉に対して､ 輸入割

当を2003年から導入した(56)｡

ロシア農業は､ 国有部門の占める割合が依然

高いこともあり､ 農業交渉では関税率と並んで

農業補助金 (国内助成と農産物に対する輸出補助

金) の扱いが大きな焦点となっている｡ 農業補

助金の交渉結果は､ 加盟議定書の付属文書 ｢農

業補助金の制限に関する約束｣ にまとめられ､

その中で､ 加盟申請国 (ロシア) は､ 加盟後の

国内助成と輸出補助金額の上限､ 削減スケジュー

ル等を明らかにしなければならない｡

1998年にロシア側が提示した農業補助金に関

する案をスタート台として､ 交渉が進められて
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きた｡ ロシア側は､ 提示内容を何度か改訂する

など譲歩の姿勢を示しているが､ 加盟国側との

隔たりは依然大きい｡

農業補助金の上限や削減スケジュールは､ 過

去のある一定期間 (基準期間) の実績をもとに

算定されるため､ どの時期を ｢基準期間｣ とす

るかによって､ 許容される補助金の額も違って

くる｡ 現在の補助金実績額がかなり減少してい

ることもあり､ ロシアとしては､ 国内助成額が

大きかった時期を基準期間にしたいと思ってい

る｡ これに対し､ 加盟国側 (特に農産物輸出国)

は､ 基準期間を直近の３年間とすることや､ 輸

出補助金の廃止を求めている(57)｡

2001年３月に､ ロシア側が新たに提示した内

容は､ ① 国内助成は､ 1991～1993年を ｢基準

期間｣ とし､ 年間上限を162億ドルとする､

② 輸出補助金については､ 1990～1992年を

｢基準期間｣ とし､ 額は７億2,600万ドルとする

というものであった｡ 国内助成については､

WTO加盟後６年間で20％削減して129億ドル

とすること､ また輸出補助金については､ ６年

間で４億6,470万ドルまで削減するとの方針を､

同時に示した｡ その後もロシアは､ 国内助成に

ついては132億ドル､ 輸出補助金については３

億ドルまで提案額を減らすなど､ 譲歩の姿勢を

示している(58)｡

農産物輸出国側からは､ この他にも､ ロシア

は植物検疫制度などの非関税障壁を厳格に適用

することにより､ 輸入制限を行っているとの批

判がなされている(59)｡ ロシア側は､ 現行の植

物検疫制度を見直すには時間がかかるとして､

長期の経過期間を求めている｡ これに対して農

産物輸出国は､ 植物検疫制度は運用次第では農

産物の輸入制限手段に使われる可能性が高いと

して､ 早期是正を求めている(60)｡

５ ロシアの加盟時期

ロシアのWTOへの加盟時期について､ 2002

年６月時点では､ 当時のWTO事務局長のマイ

ク・ムーア氏 (元ニュージーランド首相) が､

｢2003年５月か６月までに実現するであろう｣

とのかなり楽観的な見通しを示していたし､ ロ

シアの経済発展貿易省の高官も､ 期待感をにじ

ませていた(61)｡

しかし､ 2002年９月に､ WTOの新事務局長

に就任したスパチャイ氏 (Supachai, タイの前

副首相) は記者会見で､ ｢可能なかぎり早期に､

ロシアがWTOに加盟することに関心は持って

いる｣ と述べるにとどまり､ 前任者との違いを

明らかにした｡ 具体的な加盟時期についても､

｢WTOメンバー国次第である｣ と明言を避け

た｡ ところが､ このスパチャイ事務局長も､

2003年６月になると､ ｢新ラウンド (ドーハ・

ラウンド) の交渉期限とされる2005年１月１日

に間に合うように､ ロシアの加盟を目指したい｣

と発言を変えた(62)｡

だが2003年初頭の段階で､ 既に､ WTO第５

回閣僚会議 (2003年９月11～14日､ メキシコのカ
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ンクンで開催｡ 新多角的通商交渉 (新ラウンド) の

進捗状況を点検する) 開催までにロシアの加盟

が決まる可能性は､ 極めて低くなったとの見方

が広がっていた｡ これを裏づけるかのように､

ロシア側の交渉団代表マキシム・メドベトコフ

経済発展貿易省第一次官は､ 2003年４月10日の

記者会見で､ ｢年内加盟の可能性は高くない｡

１年前より事態は難しくなった(63)｣ と述べ､

欧米諸国に一層の譲歩を求めた｡ また､ ロシア

のWTO加盟交渉を統括する経済発展貿易相の

ゲルマン・グレフ氏も､ 2003年６月18日にサン

クト・ペテルブルクで開かれた ｢国際経済フォー

ラム｣ で､ ｢2004年末までにWTO加盟交渉を

終了させたい｡ WTO加盟は､ 今後２年間の重

要課題である｡(64)｣ と述べ､ 加盟の時期が先に

延びたことを示唆した｡

たとえロシアが､ 2004年末までにWTO加盟

交渉を終えたとしても､ 法改正などの国内手続

には１年以上が必要とも言われており､ 順調に

ことが運んだとしても､ ロシアがWTOの正式

メンバーとなるのは､ 2006年～2007年になると

見られる｡

なお､ 2003年９月にメキシコのカンクンで開

かれたWTOの閣僚会議が決裂に終ったことか

ら､ 当初予定されていた2004年末の新ラウンド

一括合意は絶望的となり､ 交渉期限を2006年末

まで延ばす案も出ている｡ 今回の事態は､ ロシ

アにとっては交渉に時間的余裕が生まれたこと

を意味し､ プラスと受け止められている(65)｡

ところで､ ロシアの企業は､ WTO加盟の時

期について､ いつが適当と考えているのであろ

うか｡ ｢ロシア商品生産者同盟｣ が行なったア

ンケート調査によれば､ 回答を寄せた506社の

うち､ じつにその71.9％にあたる364社が､

｢2006年ないしそれ以降｣ と答えている｡ 2002

～2003年の早期加盟を支持したのは54社 (10.7

％)､ 2004年は26社 (5.1％)､ 2005年は62社

(12.3％) であった(66)｡

ロシア政府としては､ 経済状態が良好な現段

階でWTOへの加盟を実現したいと思っている｡

経済が悪化した場合には､ 今でも早期加盟に対

し反対の意見の強い地方が､ さらに保護主義的

傾向を強めると予想されるからである｡

Ⅳ WTO加盟のメリットとデメリット

ロシア憲法第７条第１項は､ ｢ロシア連邦は､

社会国家である｡ その政策は､ 人にふさわしい

生活および人の自由な発達を保障する諸条件を

つくることにむけられる｡(67)｣ と規定している｡

それゆえ､ WTO加盟は､ 少なくともこのロシ

ア憲法の精神を逸脱するものであってはならな

いはずである｡ さらにこの精神を踏まえたうえ

で､ 市場の発展､ 外国投資の増加､ 経済成長等

を促進するものであれば､ 一層望ましいであろ

う｡ 長期的に見れば､ WTOへの加盟は､ そう

した成果を生み出す可能性を十分持っている｡

ただ､ 短期的には､ マイナスの影響の方が大き

くなるか､ あるいは中立的ではないかと見られ

ている(68)｡
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以下では､ 加盟のメリット､ デメリットと考

えられているものを､ いくつか挙げてみよう｡

１ 加盟のメリット

ロシアがWTOに加盟した場合､ 様々なイン

パクトを受けるものと思われるが､ それは､ い

かなる条件でWTOに加盟するかによって違っ

てくる｡ ロシアが受けるであろうプラスのイン

パクト (メリット) としては､ 次のような点が

挙げられている(69)｡

① ���������	
 WTOという国

際経済機関のメンバーになることで､ ロシア

は一定のステータスをうることができる｡ ロ

シアは､ サミット (主要国首脳会議) 参加国

中､ 唯一WTOに加盟していないこともあっ

て､ なるべく早く加盟したいと思っている｡

WTOのメンバーになることで､ ロシアには

WTOの規則を遵守する義務が生じるが､ 同

時に､ 不公正貿易から保護されるというメリッ

トも生まれる｡

② ��
�
��� ロシアの輸出品に対す

る差別的扱いがなくなるし､ また紛争処理も

比較的容易になる｡ ロシアの鉄鋼製品に対し

ては､ 米国､ ＥＵ､ その他の国々 (約30か国)

がアンチダンピング措置を発動しており､ ロ

シア側の損害額は､ 年間25～35億ドルにも達

すると言われている｡ WTOに加盟すること

により､ WTOの紛争処理ルールに則った形

での対応が可能となり､ 損害額も30～40％は

減少するのではないかと見られている(70)｡

ただし､ WTOに加盟したからと言って､ ア

ンチダンピング措置の発動を受けなくなるわ

けではない｡

米国は現在､ ロシアに ｢ジャクソン・バニッ

ク修正条項｣ (移民の自由を制限している国に

は､ 恒久的な最恵国待遇は与えないとする米国通

商法の規定) 等を課している(71)｡WTO加盟に

より､ これらの措置も取り除かれるであろう｡

③ ������� ロシアの産業構造は､ 既

に述べたように ｢天然資源輸出型｣ である｡

WTOに加盟することにより､ 付加価値の高

い製品を輸出できるような産業構造へと転換

するきっかけをつかむ可能性が高くなる｡

④ ��������� ロシアの貿易・投資

関連法規が､ WTOの基準に合致したものと

なるため､ 外国からの投資が拡大する(72)｡

その経済規模に比して外国からの対露投資が

少ない理由の１つに､ ロシアの法制度の不備

が指摘されている｡ ロシアのWTO加盟が実

現することは､ ロシアの投資環境が改善され

ることを意味する｡ このことは､ 外国の投資

家にとってもメリットとなるはずである｡

ロシアでは､ 1999～2000年の間に､ 1,350

億ドル～2,050億ドルの資金が海外へと逃避

した｡ WTOへの加盟は安定を保証し､ ｢明

日何が起こるか分らない｣ との不安にかられ

て逃避していた資金を､ ロシア国内に呼び戻

すことを可能にする｡ ただ､ 外国資本をロシ

アに呼び込むためには､ ロシア企業もコーポ

レートガバナンス (企業統治) に配慮し､ 財

務状況に関する情報を積極的に公開するなど､

経営の透明性を図らなくてはならない(73)｡
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⑤ ��� (MFN : Most favored nation) ��

WTOに加盟することで､ 最恵国待遇を受

けることができるが､ ロシアは､ 既にほとん

どのWTO加盟国から最恵国待遇を受けてい

るため､ 加盟してもこのメリットは､ ほとん

どないかもしれない｡

以上５点の他にも､ WTO加盟は､ ロシアが

すすめる経済改革､ 構造改革の追い風になると

の見方もある｡

ところで､ WTO加盟のメリットを享受する

ために､ ロシア自身がまず改善しなければなら

ない点は何であろうか｡ ｢ロシア商品生産者同

盟｣ のアンケート調査によれば､ 次のような点

であった｡ ① 製品の高価格と悪いサービス､

② 設備・技術の老朽化､ ③ 近代化を図るため

の手段不足､ ④ 価格面の競争力欠如､ ⑤ 国内

市場の矮小､ ⑥デザイン・品質の競争力欠如､

⑦ ロシア市場における外国製品の氾濫､ ⑧ 優

秀な人材の不足等であった｡

①の ｢製品の高価格と悪いサービス｣ は､ 社

会主義時代の残滓が払拭されていないことを示

すものである｡ ② の ｢設備・技術の老朽化｣

は､ ソ連邦崩壊後の失われた10年のツケが､ め

ぐってきたことを示しているとも言われる(74)｡

２ 加盟のデメリット

WTO加盟のデメリットとしては､ 次のよう

な点が挙げられている｡

① ���	
 輸入関税の引き下げ､ 市場開

放にともなう安価な外国製品の大量流入､ 補

助金の削減等により､ 国際競争力の弱いロシ

ア企業は､ かなり倒産 (民間航空機､ 薬品､

家具等は､ 既に輸入品に圧倒されている｡) する

可能性が高い｡ 大量倒産にともない工業生産

力が低下する可能性もある｡ ただ､ ロシアが

関係国と交渉中の輸入関税率は､ 現行水準を

そう大きくは下回らないため､ ロシアの産業・

企業へのダメージは､ それほど大きくないと

の見方もある｡ また､ 国内メーカーの国際競

争力は､ 輸入関税率よりもむしろ為替レート

に左右される度合いが強いため､ 為替レート

の引き下げを行なうことで､ かなり相殺でき

るとの意見もある(75)｡

② ��
����� 企業の倒産・リストラ

がすすむことで､ 失業等の社会問題が深刻化

するおそれがある｡

③ �������� ソ連邦の崩壊により､

特定の企業や工場に大きく依存してきた地域

経済 (いわゆる ｢企業城下町｣) は､ 大きな痛

手を被ったし､ また地域格差も拡大した｡

WTO加盟にともない企業倒産やリストラが

拡大すれば､ 特定企業等に大きく依存してき

た地域経済は､ さらに深刻な事態に追い込ま

れるものと思われる(76)｡ ただ､ 地域レベル

では､ WTO加盟の影響をほとんど把握して

いなかったり､ 無関心といったケースも見う

けられる｡ さらには､ 地域経済は既に大きな

打撃を被っているので､ もうこれ以上悪くな

りようがないとの醒めた見方もある(77)｡

④ ������� 輸出関税が大幅に引き下

げられることで､ 関税収入が大きく落ち込み､

それに伴う財政への影響も懸念される｡ ちな
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みに､ 2002年度予算 (歳入) に占める輸出関

税収入の割合は8.9％､ 輸入関税収入は6.1％

である(78)｡

天然ガス等に現在課せられている輸出関税

が､ 内外価格差を生み出す元凶ということで

大幅に引き下げられるか､ あるいは撤廃され

るということになれば､ 財政的デメリットは､

さらに大きくなるであろう｡

⑤ ������� エネルギーの内外価格差

解消は､ 国内産業に対する補助金効果が失わ

れることを意味するため､ ロシアの製造業が

弱体化するおそれもある｡

⑥ ������ WTOへの加盟に伴い､ 農

業補助金の上限設定と削減スケジュールが決

められるため､ ロシア農業は弱体化する｡

以上のデメリットも､ 国内企業の体質改善や

基幹産業の近代化・活性化の促進といった観点

から見れば､ 長期的にはメリットへと変わる可

能性もないわけではない｡ しかし､ 産業構造の

転換や高度化は､ 短期間に達成することは困難

であり､ 長期を視野に入れた話しとならざるを

えない｡

Ⅴ WTO加盟で予想される経済的影響

― 学者の予測を中心に ―

以下では､ ロシアのWTO加盟にともない予

想されるロシア経済への影響を､ 学者等の予測

を中心に紹介する｡

◆ロシア科学アカデミーが民間のシンクタンク

と共同で作成したレポート(79) によれば､

WTO加盟がロシア経済に及ぼす影響は､ 深

刻なものにはならないという｡ GDP (国内総

生産) への影響は､ プラス0.6％～マイナス

１％の範囲内におさまる｡ また､ ロシアの輸

出は､ 燃料・原料が全体の３分の２を占めて

いるため､ 大きな影響を受けることにはなら

ないと見られる｡ 地域経済では､ モスクワ､

サンクト・ペテルブルク､ カリーニングラー

ド､ イルクーツク､ ムルマンスク等が､ 輸出

企業の伸びによってメリットを受けることに

なる｡ しかし､ 国内市場においても､ 国内企

業の25％程度しか外国企業に太刀打ちできな

いと答えているので､ 産業政策と輸出振興策

の確立､ 輸入急増地域に対する政府支援など

が是非とも必要であると述べている(80)｡

◆モスクワのシンクタンク ｢カーネギーセンター｣

の経済学者 K・ユダーエヴァ博士は､ WTO

加盟によりロシアの GDPは､ 約3.8％上昇す

る (長期的には28.8％の上昇)と予測している｡

また､ 関税率が約５％低下すると､ 平均的な

ロシア人の家庭の年間支出も､ 約５％低下す

る｡ これは年間で約20ドルの節約になるとい

う(81)｡

産業部門では､ 冶金工業､ 化学工業､ 木工・

製紙業等がメリットを受ける一方､ サービス

分野 (金融､ 運輸､ ほか) は大きな損失を被

ると見られる｡ ただ､ サービス分野の自由化

は､ 中期的には消費の増加 (約6.8％) をもた

らすし､ さらに長期的には､ ロシア企業の生
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産性と効率向上に貢献することになる(82)｡

WTOに加盟し､ 貿易を自由化することは､

失業の増大につながると一般に信じられてい

るが､ ユダーエヴァ博士は､ 失業の実質的増

加は､ 必ずしもWTO加盟によってもたらさ

れるものではないと説く｡ ロシアの平均関税

率は､ 現在12％～14％であるが(83)､ WTOに

加盟することにより､ さらに２％ほど低下す

るものと見られる｡ 関税率低下は､ 長期的に

は雇用に対してマイナスよりも､ むしろプラ

スに作用する｡ ただ､ プラスの度合いは小さ

なものである｡ 為替レートの変動の方が､ 関

税率よりもはるかに大きな影響を雇用に及ぼ

すものとみられる(84)｡ 1998年８月の ｢金融

危機｣ 後に行なわれたルーブルの実質的切り

下げは､ 関税措置以上の効果を発揮し､ 輸入

品の減少に伴い､ 輸入代替品を中心に､ 国内

産業の復活が見られた(85)｡

◆米国コロラド大学のラザフォード教授のグルー

プも､ WTO加盟のメリットの方が､ デメリッ

トよりも大きくなると予測している｡ 2002年

にラザフォード教授が行なった試算 (サービ

ス分野11〈鉄道輸送､ トラック輸送､ 社会保障､

教育､ 金融サービス､ 他〉を含む35部門を考慮に

入れたモデルを使用) では､ WTOに加盟する

ことで生み出される中期的便益は､ GDPを

3.2％､ 消費を約4.5％引き上げることになる

という｡ 長期的便益はさらに大きく､ GDP

を25％､ 消費を54％増加させる｡ なお､ これ

らの便益の約70％は､ サービス分野に対する

外国投資の増大により生み出される｡ 残りの

25％は関税引き下げにより､ さらに残りの５

％は､ 生産性の向上と製造業への外国投資の

増加によりもたらされる(86)｡ サービス分野

の自由化がもたらす便益はかなり大きいが､

この分野の完全自由化に対しては､ 業界の反

対もかなり強い｡

上記で紹介した ｢カーネギーセンター｣ 等の

民間シンクタンクの予測 (計量経済学的手法に

基づく予測) に対しては､ ロシア国内では､

WTO加盟にともなうマイナスの影響を低く見

積っており､ 社会政策面への配慮に欠けている

との批判がある(87)｡ こうした批判を背景に､

WTO早期加盟に反対しているグループは､ 下

記に示すような主張を展開している｡ これらの

主張は､ 一定の支持を獲得しているものの､ 一

般大衆のWTO加盟問題に対する関心は､ 依然

として低いままである｡

◆ ｢国際商工会議ロシア国民委員会｣ (デリパス

カ委員長) は､ ｢WTO加盟はマイナスの影響

ばかり大きく､ プラスの影響はほとんどない｣

と加盟のマイナス面を強調している(88)｡ 委

員長を務めるデリパスカ氏 (シベリア・アル
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ミニウム社長｡ 自動車会社等も傘下におさめる新

興財閥の一人､ 35歳) は､ WTO早期加盟に声

高に反対している一人であり(89)､ ｢ WTOに

加盟することによりロシアの製造業の約３分

の２は経営が破綻し､ およそ3,000万人の失

業者が出る｣ と主張している(90)｡ モスクワ

などの主要都市では ｢反WTO｣ デモなども

組織され､ WTO加盟交渉を統括しているゲ

ルマン・グレフ経済発展貿易相等を槍玉にあ

げている｡ しかし､ 盛り上がりには欠けてい

る｡

Ⅵ WTO加盟をめぐる主要業界の動き

有力企業を含む多くの企業は､ WTOへの加

盟､ つまり世界経済との統合は､ 避けられない

ものと受け止めている｡ それゆえ､ 加盟そのも

のに反対というのではなく､ ｢WTOへの早期

加盟に反対｣ との立場をとっている｡ またWTO

加盟に際し､ 政府が適切な産業政策をとらなかっ

たり､ 輸出振興を図るための補助や支援を行わ

ないのは､ 全く無謀であると考えている(91)｡

加盟にともなう影響が大きいと予想される自

動車､ 金融サービス､ テレコム､ 農業､ 航空機

などの業界は､ 強力なロビー活動を展開して､

｢WTO加盟までの準備期間 (移行期) を長くと

ること｣､ ｢産業を保護するための措置を講じる

こと｣､ ｢高関税率の維持｣ 等を要求している

(表３参照)｡ 早期加盟反対派からは､ ｢今や

WTOに加盟することそれ自体が目的化してし

まい､ 産業政策などが十分に考えられていない｣

との政府批判の声もあがっている(92)｡

60万人の雇用者 (関連業界も含めると雇用者数

は､ 300～400万人に達する｡) を抱える自動車業

界は､ 技術力の不足から欧米の環境基準をクリ

アーできないため､ WTOに加盟したとしても､

輸出増はほとんど期待できない｡ そこで国内市

場での外資との競争に備え､ 各種の保護措置を

政府に要求している｡ 政府としても､ 業界の意

向を完全に無視するわけにもいかず､ ロシア自

動車業界の主たる競争相手となっている輸入中

古車の輸入関税を､ 2002年３月に25％から35％

に引き上げた(93)｡

ロシアの輸出の過半を占める石油､ 天然ガス

等の業界は､ WTO加盟は､ 自分たちのビジネ

スにほとんど影響を及ぼさないか､ あるいはプ

ラスであろうと考えている｡ それでも､ ロシア

のWTO加盟の条件がどのように決まるかには､

大きな関心を寄せている(94)｡

生産高の80％を輸出しているアルミニウム業

界 (安価な電力の活用が､ ロシアのアルミニウム業

の国際競争力の源泉である｡) は､ エネルギーの

内外価格差問題の行方に大きく左右されそうで

ある｡ アルミ精錬業者は､ WTOに加盟しても
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一定の利益を確保できるかもしれないが､ アル

ミ製品等のアルミの二次加工業者は､ 安価な輸

入品の流入により厳しい状況に追い込まれる可

能性もある｡ そこで､ アルミの加工品生産業者

に対しては､ セーフティーネットなどの積極的

労働市場政策を行う必要があるとの意見も聞か

れる(95)｡

サービス部門では､ 銀行､ 保険､ 電気通信等

が､ WTO加盟により最も大きな影響を受ける

ものと見られる｡ そこで､ これらの業界は､ 移

行期間をできるだけ長く設定したうえで､ 様子

を見ながら自由化を進めるよう要求している｡

ロシア銀行協会は､ 銀行の資本力を増強する

ための期間として､ ５～７年の移行期間を設定

するよう求める一方で､ 現在5.5％に制限され

ている総資本に占める外資の割合を､ 25％まで

引き上げることを容認する発言をしている｡

保険業界は､ 一定期間外資の参入を認めない

等のかなり厳しい規制を残したまま､ 段階的に

自由化を行なうよう政府に働きかけている｡ ロ

シアの保険市場は､ 目下ダイナミックな発展を続

けているが､ 歴史が浅いこともあって､ 資本金が

小さく経営基盤の不安定な企業が多い｡ 現状は､

とても欧米の大手保険会社に太刀打ちできる状

態ではない｡ 欧米の大手保険会社にとって､ ロシ

アは残された数少ない巨大市場であるため､ 積極

的事業展開を図ろうとしている｡ ロシア政府と

しては､ ｢幼稚産業保護｣ の立場から保険会社
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表３ WTO加盟に向けての主要業界の要求事項

産業分野､ 部門 主 な 関 係 者 主 な 要 求 事 項

金

融

部

門

銀 行
外国貿易銀行､ 貯蓄銀行､
銀行協会､ ほか

・WTOの条件が適用されるまでの移行期間を長くとる
・銀行分野の資本総額に占める外資の割合を､ 25％以下とする

保 険
全ロシア保険協会､
財務省の保険監督局

・外国保険会社の支店には､ より厳格な基準を適用する
・保険分野の資本総額に占める外資の割合を､ 15％以下に抑える
・外国資本が49％以上を占める保険会社は､ 長期の生命保険への参入を認
めない
・外国企業には追加準備金を義務づける
・外国保険会社には､ 強制保険分野への参入を認めない
・厳しい規制を残した10年程度の移行期間を設ける

アグリビジネス
連邦議会下院の農工グループ､
農業省､
ロシア農業者同盟

・年間162億ドルの連邦政府補助金を支出する

・移行期間 (６～10年) 中は､ 輸入関税を40％ないしそれ以上に設定する

テレコミュニ
ケーション
(電気通信)

通信情報化省
スビャズインベスト社
ロステレコム社

・外国企業の国内通信事業者への資本参加を､ 制限する
・ロステレコム社による国際通信回線､ 長距離通話分野の独占を2010年ま
で維持する
・国内の電気通信設備生産者を保護する

製

造

業

部

門

鉄 鋼 連邦議会下院の経済政策委員会
・輸出の損失をカバーするために､ 14億ドルの輸出信用を､ 四半期ごとに
供与する

非 鉄 金 属
(アルミニウム)

ロシア・アルミニウム社､
シベリア・アルミニウム社

・企業体質を強化するために､ 準備期間を長くとる
・電力料金の値上げにつながるエネルギーの内外価格差是正に反対
・セーフティーネットなどの積極的な労働市場政策

軽 工 業
産業科学技術省の軽工業局､
ロシア産業経営者連盟

・軽工業品の輸入関税を､ 現行水準で維持する

自 動 車

ニジニノブゴルド州政府､
産業科学技術省､
ボルガ自動車工場､
ゴリキー自動車工場 (GAZ)

・国内市場を外国企業の攻勢から守るための法律を制定する
・ロシア製自動車の輸出振興を図るため､ 輸出信用を設ける
・中古車の輸入に割当制を導入する

民間航空機
ルゥイビンスキー・モーター社､
イリューシン社

・WTOへの加盟を､ ８～10年先に延ばす
・この期間内に､ 政府の援助をえて新機種の開発を行う

(出典) Novoe vremia, No.11, 2002, pp.20-21 ; Paul G.Hare, op. cit., pp.7-8. その他より作成
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の経営が､ 国際水準に達した度合いに応じて外

資参入規制の緩和を図っていく方針である(96)｡

以上のように､ WTO加盟の影響が懸念され

る業界は､ 各種の働きかけを強めている｡ 政府

としても業界の意向を､ 一応取り込む姿勢は示

している｡ ただ､ 今後のロシア政府の対応につ

いては､ 次のような指摘もある｡

ロシア政府は､ 各業界の顔をたてる形で､

WTO交渉の場では､ 交渉相手国の厳しい要求

に対し､ 強く反発するポーズをまず示す｡ これ

に対し相手国側も､ 引き続き保護措置の撤廃や

早期自由化を強く求める｡ そこでロシア政府は､

表面上は､ ｢国益重視｣ の原則を掲げ､ 相手国

の要求がいかに不当であり､ 受け入れ難いもの

であるかを対外的に訴える｡ ただ､ 裏ではロシ

アの各業界に対し､ 外圧が強まっていることを

理由に､ 要求を軟化させるよう働きかける｡ 各

業界も､ 政府の要請にできるだけ沿う形で､ 落

としどころを探る｡ ロシア側のWTO交渉団は､

産業界の姿勢が変化したのを見とどける形で､

最終段階では交渉の妥協点を探ることになるで

あろう､ というのである(97)｡

おわりに

WTO加盟交渉において､ ロシアに今一番求

められているものは何であろうか｡ それは､ 各

種の困難・障害にひるまず､ ロシアの将来を見

据えて改革を推進できる人物の存在であろう｡

2003年３月､ ロシアでは電力部門の国家独占

企業 ｢統一エネルギーシステム｣ (UES) の解

体を盛り込んだ ｢電気事業法｣ が､ ３年ごしで

ようやく成立した｡ 曲がりなりにもこうした法

律が成立した背景には､ 急進改革派と目される

チュバイス氏 (エリツィン時代には大統領府長官､

第一副首相等を務めたが､ 現在は､ オリガルヒ(新

興財閥)の１人とみなされている｡) が ｢統一エネ

ルギーシステム｣ の社長であったことが大きかっ

たとの指摘もある(98)｡

現在､ ロシアのWTO加盟交渉を行なってい

るのは､ 経済発展貿易省のメドヴェドコフ第一

次官である｡ 彼は､ 官僚としては有能であると

しても､ 経済改革に熱心な改革派というわけで

はないと言われている｡ 貿易分野における改革

を完遂するためには､ 国内の各種利益団体の声

とロシアの今後の国益とを比較考量したうえで､

長期的視点に立って決断をくだせる人物が必要

である｡ しかし､ 現状は､ WTO加盟に向けて

の各種対策をめぐり､ オリガルヒ (新興財閥) の

一部とその影響力を削ぎたいプーチン大統領と

の間で､ 駆け引きが続いているとも言われる(99)｡

石油､ 天然ガスなどを支配する巨大オリガル

ヒ (新興財閥) は､ WTO加盟によってもほと

んど影響を受けないこともあり､ 早期加盟には

特に反対していない｡ しかし自動車産業との関

連の深いオリガルヒなどは､ 様々な影響が懸念

されることもあって､ WTOへの早期加盟に強

く反対している｡

ロシアが抱える各種の経済問題は､ WTOに

加盟したからといってすぐに解決されるもので

はない｡ WTO加盟からロシアが利益をうるた

めには､ 経済分野を含めたロシア自身の ｢構造

改革｣ が不可欠である｡ そのためには､ 生産性

の低い部門から高い部門への労働力の移動を含
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め､ 資本､ 企業､ 情報の可動性を確保する必要 があると指摘されている(100)｡

(いわきしげゆき・総合調査室)
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